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恵那市人事行政の運営等の状況 

 

 
地方公務員法第58条の２及び恵那市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定に基づき、 

前年度における人事行政の運営状況を公表いたします。 

 

 

Ⅰ．職員の任免及び職員数に関する状況 

 
１ 職員の採用・退職の状況（H28.4.2～H29.4.1） 

(単位 人) 

H28.4.1 現在 退職者数 採用者数 H29.4.1 現在 

727 43 31 715 

※ 職員数には、特別職及び教育長を含んでいません。 

  再任用職員は、常勤を含みますが、短時間勤務の者は含んでいません。 

退職者・採用者には、県教育委員会との人事交流による職員を含んでいます。 

 

２ 事由別退職者数（H28.4.2～H29.4.1） 
(単位 人) 

定年退職 
応募認定

早期退職 
普通退職 分限免職 懲戒免職 失職 死亡退職 出向割愛 

任期 
満了 

計 

22 3 6 0 0 0 2 6 4 43 

※ 任期満了とは、任期付職員及び再任用職員が該当します。 

 

３ 職種別採用者数（H28.4.2～H29.4.1） 
            (単位 人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 一般行政職 技能労務職 消防職 保健師 
保育士 

幼稚園教諭 
教育職 合計 

採用人数 15 3 3 1 5 4 31 

うち再任用 0 3 0 0 2 0 5 

うち任期付 1 3 0 0 2 0 6 
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４ 職員数の状況 
 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在） 

（単位：人） 

 

 

部  門  
職  員  数

対 前 年
増 減 数 主な増減理由  

平成28年 平成29年

普 

通 

会 

計 

部 

門 

 一 
 般 
 行 
 政 
 部 
 門 
 

議会  
総務  
税務  
労働  

農林水産  
商工  
土木  
民生  
衛生  

5 
122 

24 
0 

24 
19 
35 

109 
60 

5
112

26
0

25
20
35

110
63

0
▲10

2
0
1
1
0
1
3

 
組織改編による減員  
窓口強化のため増員  
 
組織改編による業務増  
観光交流議場の充実のため増員  
 
子育て支援充実のため増員  
組織改編による業務増  

小計 398 396 ▲2

教育部門 59 55 ▲4 組織改編による減員  

消防部門 80 80 0  

普通会計計 537 531 ▲6

公
営
企
業
等 

会
計
部
門 

病院  
水道  

下水道  
その他  

94 
14 

7 
75 

89
14

8
73

▲5
0
1

▲2

山岡診療所指定管理、恵那病院完成  

農業集落排水事業業務増  
ひまわり欠員不補充  

企業会計等計 190 184 ▲6  

合  計 
727 

[740] 
715

[740]
▲12

0 [  ]内は、条例定数の合計です 
 

※ 職員数は一般職に属する職員数（教育長を含まない）であり、地方公務員の身分を保有する休職者、 

派遣職員、再任用職員（常勤）を含みます。 

 

 

（２）年齢別職員構成の状況（平成 29 年 4 月 1日現在） 
（人） 

区分 

20 歳 

 

未満 

20 歳 

～ 

23 歳 

24 歳 

～ 

27 歳 

28 歳 

～ 

31 歳 

32 歳

～ 

35 歳

36 歳

～ 

39 歳

40 歳

～ 

43 歳

44 歳

～ 

47 歳

48 歳

～ 

51 歳

52 歳 

～ 

55 歳 

56 歳 

～ 

59 歳 

60 歳

 

以上

計 

職員数 7 26 47 39 45 85 110 107 71 87 80 11 715
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（３）定員適正化計画 

 

定員適正化目標 

計画期間 
数値目標 

始期 終期 

平成27年4月1日 平成32年4月1日 
△82人（△10.8％） 

757人 675人 

 
   進捗状況（毎年４月１日現在） 

区分 
平成27年 

（基準値） 
平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 

計画職員数(A) 757人 740人 722人 705人 692人 675人 

職員実数(B) 757人 727人 715 ― ― ― 

計画に対する

増減(B-A) 
― △13人 △7人 ― ― ― 
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Ⅱ．職員の競争試験及び選考の状況 

 
１ 採用試験（平成28年度） 

（単位：人、倍） 

  

職  種 申込者数 
受験者数 

(A) 

合格者数 

(B) 

競争率 

(A/B) 

一般行政職（大学卒） 50 47 5 9.4

一般行政職（高校卒） 7 7 1 7.0

土木技術職（高卒以上） 5 3 2 1.5

一般行政職（身体障がい者枠） 1 1 0 0.0 

学芸員（大学卒） 4 4 1 4.0

保健師 5 5 1 5.0

保育教諭 9 8 4 2.0 

消防職（高卒以上） 16 13 3 4.33

臨床検査技師 2 2 1 2.0 

診療放射線技師 2 2 1 2.0

看護師 1 1 1 1.0

合  計 102 93 20 4.65

 

 

Ⅲ．職員の給与の状況 

 
１ 総括 

 
（１）人件費の状況（平成28年度普通会計決算見込み）（単位：人、千円、％） 

 

住民基本台帳人口 

（平成 29.1.1 現

在） 

歳出額 

(A) 
実質収支 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A) 

（参考）前年度

の 

人件費率 

51,662 30,071,932 1,312,909 4,535,283 15.1 14.7 

※ 人件費には、特別職に支給される給料・報酬などを含みます。 

 
（２）職員給与費の状況（平成29年度普通会計当初予算）    （単位：人、千円） 

職員数 

(Ａ) 

給与費 1人当たり 

給与費 

(B/A) 給料 職員手当 
期末手当 

勤勉手当 
計(Ｂ) 

539 2,026,149 433,074 789,295 3,248,518 6,027 

※ ①この表は、水道など企業会計と特別会計を除いた普通会計の一般職の職員の給与費です。 

②給与費とは基本給に各種手当を加えたもので、職員が受け取る総支給額になります。 

③給料とは基本給のことです。職員手当には退職手当、児童手当を含んでいません。 
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（３）特記事項 

  なし 

 

（４）ラスパイレス指数の状況（一般行政職 各年度4月1日現在） 

 

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

恵那市 97.4 97.7 97.5 

※ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給付水準を示す指数で

す。 

※ 括弧書きは、国家公務員の時限的な(2年間)給与改定特例法による措置がないとした場合の値です。 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 
（１） 職員の平均年齢及び平均給料月額の状況（平成29年4月1日現在） 

（単位：歳,円）  

 

※ 教育公務員を除く一般職員715人のうち、一般行政職346人 技能労務職58人の平均です。 

※ 一般行政職は、一般職員のうち技能労務職、税務職、福祉職、保健職、消防職、企業職、教育職等を

除いた職員をいいます。 

※ 平均給与月額とは、平均給料月額と月ごとに支払われることとされている諸手当の額を合計したもの

です（期末・勤勉手当は、含まれておりません。） 

 

 

（２）職員の初任給の状況（平成29年4月1日現在） 

             （単位：円） 

区    分 
恵那市 国 

初任給 2年後の給料 初任給 2年後の給料 

一般行政職 
大学卒 178,200 191,700 178,200 190,100 

高校卒 146,100 155,800 146,100 154,500 

技能労務職 高校卒 143,500 153,000 － － 

※ 国は１月、本市は４月に昇給を実施します。 

 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成29年4月1日現在） 

（単位：円） 

区    分 経験年数15年 経験年数20年 

一般行政職 
大学卒 303,817 321,837 

高校卒 282,100 295,500 

※ 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものです。 

 
 

 

区分 
一般行政職 技能労務職 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

恵那市 42.4 323,417 379,682 49.8 311,641 355,368 
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（４）一般職給料表（平成29年4月1日現在）               （単位：人、％） 

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

計 標準的な 
職務内容 

主事 主任 主査 係長 課長補佐 課長 部長 

職員数 25 36 80 112 26 50 17 346 

構成比 7.2 10.4 23.1 32.4 7.5 14.5 4.9 100 

※本市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な補職名です。 

 

４ 職員の手当の状況 

 
（１）期末手当・勤勉手当（平成29年度）  

   （単位：月分） 

恵那市 国 

支給割合 期末 勤勉 支給割合 期末 勤勉 

6月期 1.225（1.025） 0.85（1.05） 6 月期 1.225（1.025） 0.85（1.05） 

12月期 1.375（1.175） 0.85（1.05） 12 月期 1.375（1.175） 0.85（1.05） 

計 2.600（2.200） 1.70（2.10） 計 2.600（2.200） 1.70（2.10） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

※（  ）は特定管理職員です。 

 

（２）退職手当（平成29年4月1日現在） 

（単位：月分） 

恵那市 国 

支 給 率 自己都合 
応募認定・ 

定年 
支 給 率 自己都合 

応募認定・ 

定年 

勤続20年 20.445 25.55625 勤続 20 年 20.445 25.55625 

勤続25年 29.145 34.5825 勤続 25 年 29.145 34.5825 

勤続35年 41.325 49.59 勤続 35 年 41.325 49.59 

最高限度額 49.59 49.59 最高限度額 49.59 49.59 

1人当たり 

平均支給額 
20,401千円

 

その他の加算措置 

国と同じ 
その他の加算措置 

定年前早期退職特別措置（2～45%加算） 

※ 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員（全職種）に支給された平均額です。 

 

（３） 時間外勤務手当（一般会計） 

                                     （単位：千円） 

平成 28 年度 
支給総額 175,270 

職員１人当たり支給年額 389 
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（４）特殊勤務手当（平成29年4月1日現在） 

 

手当の種類 手当名 

不快手当 清掃手当 

特殊手当 
福祉施設等勤務手当、夜間介護手当、待機手当、消防職手当、救命救急士手

当 

医業手当 
医師手当、研究手当、往診手当、在宅当番医勤務手当、夜間看護等手当、技

師手当、獣医師手当 

手当支給職員割合 30.1％ 

 

 

 

 

（５）その他の手当（平成29年4月1日現在） 

 

手当名 内容及び支給単価 
平成28年度決算見込み 

支給実績 
支給職員一人 

あたりの平均年額

扶養手当 

・配偶者 10,000円 

・子 １人につき 8,000円 

（配偶者がいない場合の1人目に限り、10,000円） 

・父母等 １人につき 6,500円 

（配偶者がいない場合の1人目に限り、9,000円） 

・16歳～22歳の子の加算 5,000円 

74,646千円 261,916円

住居手当 

自ら居住するための住宅を借り受け、現に当該住宅に居

住し家賃(12,000円を超える)を支払っている職員 

・家賃月額に応じ、27,000円を上限。 

16,150千円 224,308円

通勤手当 

・交通機関等の利用者 運賃等相当額（上限55,000円）

45,574千円 100,383円
・自動車等の使用者（片道2km以上） 通勤距離区分に

より2,000円～31,600円 

 

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成29年4月1日現在） 
 

区分 給料・報酬月額等 期末手当 退職手当 

市 長 

副市長 

800,000円 

687,000円 

（平成29年度支給割合） 

4.25月分 

給料＊500/100＊在職年数 

給料＊300/100＊在職年数 

議 長 

副議長 

議 員 

424,000円 

382,000円 

362,000円 

（平成29年度支給割合） 

4.25月分 
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Ⅳ.職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 
１ 職員の勤務時間（標準的なもの） 

開始時刻 終了時刻 休憩時間 1週間の勤務時間 

8時30分 17時15分 12時～13時 38時間45分 

 

２ 年次有給休暇の状況（H28.4.1～H29.3.31） 
 

総付与日数 総使用日数 全対象職員 平均取得日数 取得率 

28,088.0 7,162.9 719 10.0 25.5 

※ 休職等の期間のある職員を除外しています。 

 

３ その他の休暇制度（平成 29 年 4 月 1 日現在） 

休暇の種類 休暇日数等 

有給 

選挙権、権利行使 必要と認められる期間 

裁判員、証人、鑑定人、参考人 必要と認められる期間 

骨髄液の提供 必要と認められる期間 

社会貢献活動 1年度につき5日の範囲内 

結婚 連続する7日の範囲内 

出産前 出産予定日までの6週間 

出産後 出産の日の翌日から8週間 

生後１年までの子の保育のた

めの休暇 
1日2回各30分以内 

妊娠中の通勤に係る交通機関

混雑の回避 

勤務時間の始め又は終わりにおいて、1日につき1時間を超えな

い範囲内 

妊娠中の保健指導・健康診査 
母子保健法に規定する保健指導、健康診査を受ける場合に、必

要と認められる期間 

妻の出産 2日の範囲内 

男性職員の育児参加 5日の範囲内 ※妻の産前産後期間中、小学校就学前の子に限る。

子の看護 
1年度につき5日（養育する中学校就学の始期に達するまでの子

が2人以上の場合は10日）の範囲内 

短期介護休暇 
1年につき5日（要介護者が2人以上の場合にあっては、10日）の

範囲内 

忌引 続柄及び生計関係により、1～7日以内の連続する日数の範囲内

父母、配偶者、子の追悼行事 1日の範囲内 

夏季休暇 6～10月の期間内に4日の範囲内 

災害による住居復旧 7日の範囲内 

災害等で出勤困難 必要と認められる期間 

災害による通勤途上危険回避 必要と認められる期間 
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無給 
組合休暇 １年度につき30日の範囲内 

介護休暇 連続する6ヵ月の範囲内 

 

 

４ 育児休業の状況（平成28年度） 
（単位：人）    

区分 

平成28年度取得者 平成28年度に新たに取得可能となった職員 

育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

育児短時間勤

務取得者 

育児休業等 

対象者数 
育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

育児短時間勤

務取得者 

男性 0 0 0 10 0 0 0 

女性 21 24 0 17 7 7 0 

計 29 27 0 27 7 7 0 

 
 

Ⅴ．職員の分限及び懲戒処分の状況 
 
１ 分限処分者数（平成28年度） 

                （のべ人数）   （単位：人） 

区  分 免職 降任 休職 降給 合計 

勤務成績の不良 0 0 0 0 0 

心身の故障 0 0 7 0 7 

適格性の欠除 0 0 0 0 0 

廃職過員 0 0 0 0 0 

刑事事件に因る起訴 0 0 0 0 0 

欠格条項該当 0 0 0 0 0 

 

２ 懲戒処分者数（平成28年度） 
                        （単位：人） 

区  分 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令違反 0 0 0 0 0 

職務上の義務違反又は職務怠慢 0 0 0 0 0 

非行行為 0 0 0 0 0 

監督責任 0 0 0 0 0 
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Ⅵ．職員の服務の状況 

 
 営利企業等従事許可の状況（平成28年度） 

許可件数 14 件  

 

 

 

Ⅶ．職員の研修及び勤務成績の評定の状況 
 
１ 職員研修の実施状況（平成28年度） 
 

研修項目 
実施人数 

（延べ） 

受講日数

（延べ） 

市独自研修 

（講師派遣型） 

接遇研修 21 21 

公務員倫理とコンプライアンス研修 87 87 

クレーム対応能力研修 79 79 

アサーティブコミュニケーション研修 80 80 

接客マナー向上研修 71 71 

政策形成基本研修 26 52 

管理者の労務管理基礎研修 32 32 

業務改善研修 29 58 

キャプテンシー研修 29 29 

会議能力向上研修 31 31 

ハラスメント防止研修 243 243 

次世代”上司力”養成研修 28 28 

人事評価者研修 40 40 

危機管理広報研修 27 27 

組織マネジメント研修 30 30 

再任用職員研修 12 12 

小計 16 講座 865 920 

職員自主研修 

（内部講師型） 

新規採用職員研修（各種制度） 19 19 

行政視察研修 9 9 

財政状況・契約制度・公文書作成実務研修 65 65 

新規採用職員研修（議会傍聴） 19 19 

小計 4 講座 112 112 

市町村研修センター研修 新規採用職員研修ほか（40 講座） 200 326 

 給与実務研修ほか（71 講座） 88 228 

交通安全法令講習会 793 793 

合計 132 講座 2,058 2,379 
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２ 勤務成績の評定の実施状況（平成28年度） 

 

評定の回数 年2回 

評定の時期 平成28年10月、平成29年3月 

評定の対象職員 全職員 

評定の方法 目標管理による勤務評定（実績・能力・態度） 

 

３ 勤務評定に基づく職員の処遇の状況   
 

（１）昇給（平成29年4月1日）への勤務成績の反映状況 

区分 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

特に優秀 優秀 良好 良好でない 特に良好でない 

勤務評定結果 1 6 694 6 0 

 

※ 昇給号給数 

昇給区分 
55 歳未満 

55 歳以上 
管理職員以外 管理職員 

極めて良好 8 号給 8 号給 2 号給 

特に良好 6 号給 6 号給 1 号給 

良好 4 号給 3 号給 0 

やや良好でない 2 号給 2 号給 0 

良好でない 0 0 0 

 
（２）勤勉手当の成績率の適用状況 

 

区分 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

特に優秀 優秀 良好 良好でない 特に良好でない 

6 月期 0 45 652 18 0 

12 月期 0 14 691 5 1 
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Ⅷ．職員の福祉及び利益の保護の状況 

 
１ 職員の定期健康診断の状況（平成28年度） 

区  分 対 象 者 受診者数 

年代別健康診断 全職員 727人

 

２ 公務災害の発生状況（平成28年度） 

区    分 認定件数 

職務遂行中の負傷 8 件 

出張中の負傷 0 件 

通勤中の負傷 0 件 

 

３ 措置要求の状況 
  ・平成28年度における措置要求の実績無し 

 

４ 不服申立ての状況 
  ・平成28年度における不服申立ての実績無し 

 

５ 苦情処理の状況 
  ・平成28年度における苦情処理の実績無し 

 

 

 

 

 

 

 


